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解　　放　　区　　名 華　　北 山　　東 西　　北 中　　原 東　　北 翼察熱遼
公　糧　負　担　率 15．9％ 14．0％14．8％ 17．7％ 17．9％24．6％
1人平均負担公糧（斤） 66．5 54．4 53．389．0 143．0 82．2
出典；「中国解放区人民負担（1848．10．15）」r華北解放区財政経済史資料選編』上、北京、
中国財政経済出版社、1996年、pp．1402～1403より作成。
定されるのは49年10月であった⑮。
　48年は公糧の徴収において画期となった年であ
り、それまでの経験をふまえ、農民に受け入れら
れる方法で徴収は進められた個。さらに48年は農
業生産が回復し、総収穫i量は前年より約1．7倍増
加した。これらの要因から、47年より公糧の徴収
率を下げても、公糧徴収量は47年の約1．5倍に増
やすことができた。
　表7は各解放区における公糧の負担状況をあら
わしている。47年度の数値と考えられるが、算出
方法など詳しい統計上の性質は不明であるaD。こ
れによると最も負担率が高いのは、翼察熱遼解放
区で東北解放区は第2位にある。1人あたりの平
均負担量では東北解放区は断然多く、華北、山
東、西北の2倍以上である。公糧の負担率はそれ
ほど高くないにもかかわらず、1人あたりの平均
負担量が多いということは、1人あたりの農業生
産量が多いことを意味していよう。つまり東北解
放区は、他の解放区よりも1人あたり2倍近い公
糧を徴収できた、豊かな農業生産が可能な解放区
であったのである。
　農民たちは軍隊や軍事行動の後方支援にも動員
されていた。48年9月時点で、黒龍江省からは約層
9万人が兵士として、約1万6000人が「民工」（軍
事行動の後援をする）として参加した。松江省か
らは約20万人の「民工」が、合江省からは5万
6000人の兵士と9600人の「民工」が参加した⑱。
「民工」は東北解放区全体では、49年3月までに
延べ300万人が動員された⑲。こうした大規模な動
員の結果、生産活動に障害が出ていること、さら
に動員された人への食糧、衣服の供給は重い負担
となり、農民の暮らしに悪影響が出ているとする
報告も行われていたes。「民工」への動員は、人々
の自発性からのみ行われたのではなく、強制的な
割当てや、うそをつき、ごまかして連れて来るこ
ともあったというの。
　東北解放区は他の解放区に比べて多くの公糧を
おさめることができ、農業生産を回復させながら
軍事行動へ人員を出すことができたという、高い
農業生産力を持っていたとまとめられよう。
（1）前掲『東北解放区財政経済史稿』540頁。
②　「東北行政委員会関干東北銀行発放農貸問題的指
　示（1946．12．26）」（吉林省金融研究所『吉林省解放区
　銀行史料』北京、中国金融出版社、1990）177～179
　頁。
（3）　「東北行政委員会関子発放五億元農貸問題」（1947．
　Ll）『資料集』A3巻、382～383頁。
（4）　「吉林省分行向総行関干農業放款重点問題的報告
　（1948．3．17）」r吉林省解放区銀行史料』239～241頁。
（5）　「吉林省分行1949年春耕農貸総結」『吉林省解放区
　銀行史料』428頁。
（6）　「東北銀行総行1949年農貸工作報告（1950．3）」r資
　料集』A3巻、640頁。
（7）同前。
（8）　「吉林省分行1948年冬季工作総結報告一有関農貸
　検査与回収工作」『吉林省解放区銀行史料』344～345
　頁。
（9）　「吉林省分行1949年農貸回収準備工作総結」r吉林
　省解放区銀行史料』434～440頁。
⑩　「吉林省分行1949年農貸工作全年総結一工作述要」
　r吉林省解放区銀行史料』448頁。
⑪　　r吉林省分行夏鋤貸糧総結報告」r吉林省解放区銀
　行史料』431頁。
⑫　　「吉林省分行1949年回収農貸総結」r吉林省解放区
　銀行史料』443頁。
⑬　東北糧食総局「三年来糧食工作総結報告（1949．6）」
　『資料集』A4巻、226～233頁。
⑭　例えば吉林省については、「吉林省政府徴収公糧暫
　行条例（1947．10．18）」r資料集』A4巻、63～67頁を
　参照。
⑮　東北人民政府「東北区公糧徴収暫行条例（1949．
　10）」『資料集』A4巻、305～309頁。
⑯註13に同じ。
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⑰　記述資料のなかには、華中の徴収率（48年）は大体
　20％で、山東の25％や華北の30％よりは低いと述べ
　ているものがあり、表7の数字には検討の余地が残
　されている（「華中工委関干壽借公糧確保戦争供応的
　決定（1948．12．12）」江蘇省財政庁、江蘇省梢案館、財
　政経済史編写組編『華中解放区財政経済史料選編』
　5、南京、南京大学出版社、1989年、292頁）。
⑱　前掲『中国共産党黒龍江省組織史資料』123，167，
　192頁。
⑲　東北行政委員会民政部「東北三年来各地人力、畜
　力、戦勤統計表（1949，3．12）」『資料集』A4巻、566
　頁。
⑳　羅栄桓「東北解放戦争形勢～」『遼藩決戦』上、34
　頁。
⑳　東北行政委員会民政部「東北三年来戦勤工作（1949．
　5）」『資料集』A4巻、570頁。
4．商工業者への政策
　46年8月の東北各省代表聯席会議で採決された
「東北各省市民主政府共同施政綱領」第4項に
は、「民営商工業」の保護や資本家への正当な利
潤の保障などが盛り込まれたω。商工業者は打倒
の対象ではなく、解放区を支える一勢力として位
置づけられたのである。しかしながら、実際には
商工業者への清算闘争は行われ、倒産する商店や
閉鎖に追い込まれる工場が出ていた。商工業者へ
の清算闘争は市場の混乱をまねくだけでなく労働
者の失業も招くことから、中共中央東北局は46年
10月に私営商工業を保護する指示をあらためて出
した②。
　東北解放区では土地改革が進められるなかで、
地主が都市に所有した財産も追及されるようにな
り、地主の財産と関わりのある商工業者は闘争の
対象となった。黒龍江省の克山県では47年12月ま
でに商店数597店のうち333店に闘争が及び（3）、賓
県では全商工業者の約半数が闘争を受けたω。
　ゆきすぎた闘争を抑えるため、中共中央東北局
は47年8月に商工業者への闘争に際しては事前に
党委員の同意を得ることや、商工業者が所有する
土地は没収の対象となるが財産は保護されるなど
の指示を出した（5）。とはいえ、安東では47年11月
から土地改革が激化し、それに呼応して商工業者
に対する闘争も行われ、8月の指示以後も商工業
者への闘争は行われていた（6）。48年2月27日に毛
沢東は「商工業政策について」を発表し、「地主、
富農の封建的搾取を一掃することと、地主、富農
の経営する商工業を保護することは区別」するべ
きだとする見解を示した（7｝。以後、商工業者への
侵害はおさまり、賠償も行われた（8）。
　つまり東北解放区では46年から私営商工業の保
護は謳われてはいたが、土地改革の余波を受けて
商工業者への闘争が行われてしまい、最終的には
毛沢東の指示により48年初頭に闘争は終了すると
いう経緯をたどったのである。
　東北解放区では正当な利益の獲得を目的とした
商工業者は流通、生産の担い手として保護を受け
（土地改革の影響から清算闘争を受けることも
あったが）、税収を負担する存在としてみなされ
た。商工業者が負担したのは営業税と貨物産錆税
（物品の製造者または輸送者が払う税）が主で
あったが、どちらもその徴収には問題が存在し
た。
　貨物産錆税は物品に課税することから徴税しや
すかったが、税務員の人数不足から徴税場を多く
作ることは難しく、徴税場を避ける商人もいた（9）。
また実際の製造量を報告しなかったり、二重帳簿
による脱税なども行われていたo》。46～47年では
徴収に関する条例も各省ごとに異なっていた。東
北解放区に共通する「貨物産鋪税条例」が施行さ
れるのは、48年1月まで待たなければならなかっ
たaD。
　営業税の徴収は貨物産錆税に比べてより問題が
多かった。まず課税方法が統一されていなく、営
業額にもとつく方法と純益にもとつく方法が混在
していた⑫。どちらの課税方法をとるにしても、
商工業者の営業内容を把握する必要があり、これ
に悩まされた。個々の商店すべてを税務局員が回
り調査することは現実には不可能であった。この
ため典型商店の調査を行いそれをもとに課税する
方法、商人たちが集まり協議して各自の税額を決
める方法、自主申告などの方法がとられた。いず
れの方法により徴税するかは各地で異なり、バラ
バラな税制は問題があると指摘されていた⑬。脱
税する商人はあとを絶たないことから、吉林省で
は「密告箱」を設けて脱税を取り締まるという手
段も用いていtcae。また、商人の納税意識を高め
る宣伝活動も行われ、遼東省では「徴税方法の改
善が行われれば行われるほど、商人の防衛方法は
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巧妙になる」という連関を断ち切ろうとしていた
㈱。
　徴税される商工業者だけでなく、徴税する側に
も問題はあった。第一に税務員の資質に問題が
あった。例えば、吉林省吉北分局では税務員が不
足していたため、読み書き、計算ができるかどう
かを基準に大量の税務員を採用した。それゆえ政
治意識は低く、給料がもらえれば共産党でも国民
党でもかまわないという人もいたae。さらに徴税
をめぐる汚職も多く、49年になっても東北税務総
局は汚職追放の通知を出していたaカ。
　第二に、税務員が積極的に徴税業務に取り組め
ない状況が存在した。47年後半以降、商工業者の
保護が明確化されると、税金の軽減や免除などの
極端な保護が行われ、徴税業務を軽視する地方が
あらわれたas。また政治的批判を恐れ、「功あるを
求めず、過ち無きを求める」という態度をとる税
務員も少なくなかった性中共党員のなかには徴
税は「金集め」にすぎず、重要な仕事ではないと
考えたり、政治機関に比べて待遇面で劣っていた
ことから敬遠する人もいた。何より懸念されたの
は、厳しく徴税すれば人民の実情を軽視している
と批判され、逆に民衆の意見をいれて徴税を軽く
すると職務に励んでいないと批判されるという、
業務評価が時々の政治状況によってかわることで
あった⑫0。
　商工業者からの徴税額が少なかったのは、商工
業者が納税を逃れようとした点にも起因したが、
商工業者の保護を謳いながらも清算闘争を許して
しまった中共の指導力不足と中共が準備した徴税
システムの混乱によるところが大きかったとまと
められようeD。
　東北解放区の商工業者をめぐる状況は、新たに
合作社や国営商店が設立されたことから楽観を許
さないものへとなった。中共中央東北局は1948年
に農村への日用品や農具などの供給機関として、
合作社や国営商店の設立を主張したOP。農村に設
立された供鎗合作社は、商人の中間搾取を減ら
し、農民への廉価な生活用品の供給を目的として
いた。48年の時点では、まだ合作社の運営は軌道
にのっていなく、今後の育成が強調されるという
段階であった㈱。しかしながら、清算闘争の打撃
により私営商店が減少した状況に乗じて、供鎗合
作社は勢力を伸ばし始めたOP。
　49年になると、国営商店と供錆合作社を流通機
構の主役とする試みが一層進められた。国営商店
の供給金額は48年の約1万6000億元から、49年に
は21万6000億元に増えた㈱。農村部の供鎗合作社
は1949年12月までに7804社が作られた㈱。国営商
店、供銅合作社の活動は拡大したとはいえ、私営
商店に依存する部分も依然として存在した。国営
商店の供給率は49年には44％を占めていたが、流
通過程の末端でば小売り商人に依存しており、国
営商店は卸売商的な役割に止まっていた勃。供錆
合作社は多数設立されたものの、その運営は採算
を無視していたり、社員の汚職も多かったas。こ
のため農村部では私営商店を凌ぐことができず、
例えば楡樹県では購入の59％を販売の77％が私営
商店を通して行われたOS。
　私営商店は49年においても必要ではあったが、
私営商店をめぐる状況は確実に変化していた。48
年11月に東北での内戦が終結するまで、商人たち
は戦争がもたらす物価変動や物資の需給混乱を利
用して利益をあげてきた。ところが、内戦が終わ
ると市場に対する政府の統制がきくようになると
ともに、物資の需給も関内との連絡により改善さ
れたため、投機的な商業の余地は縮小したee。ま
た商工業者のなかには．r樹大招風（木が大きいと
強く風をうける）」を恐れて、経営規模の拡大を
避ける動きも生じていたeSD。
　私営商工業者の活動範囲は縮小していたが、私
営商工業者の撲滅が考えられたわけではない。49
年11月に財政部長の顧卓新は今後の税務方針につ
いて語り、これからは商工業税への依存を高めて
いくので商工業の正当な発展を促し、「靖沢而魚」
（沢を干して魚をとるほど、徹底的な方法をと
る）ような方法はいけないと述べている。しかし
商工業の発展には留保が付けられており、公営企
業の発展を先にし、私営企業の単純な発展は諌め
る主張をしているsa。
　工業をめぐる状況も49年には変化していた。東
北解放区の工業が本格的な回復へ向かうのは、内
戦が終結した48年11月以降のことであったan。よ
うやく回復を始めた東北工業を脅かしたのは天津
や上海からの移入品であった。49年5月ごろから
天津、上海の製品が東北に出回り始め、東北産の
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製品は売れなくなってしまった。また労務管理に
も問題があり、仕事をしなくても給料が払われた
り、規模縮小のため人員整理をしようとするなら
ば高い解雇金を払うことが事業者には求められて
いたas。操業面でも問題は多く、コストを度外視
した生産が行われたり、経験、知識に乏しい工場
長がいたことから設備の破損は軽視され操業が止
まることもあったGS。
　以上のように、49年になると東北解放区の商工
業者をとり巻く状況は変化し、私営商店は市場の
縮小、活動の制限、工業は競争の激化、労使関係
の調整という事態に対処していくことが求められ
るようになった。これらの問題は、50年代の「社
会主義改造」下でその解決が追究されていく。
（1）　「東北各省市民主政府共同施政綱領（1946．8．11）」
　『資料集』A1巻、13頁。
（2）　「東北局関子城市工人店員工作的指示（1946．10．
　7）」『資料集』A2巻、1～2頁。
（3）　「克山城区被闘工商業億様処理的（1848．5）」『資料
　集』A3巻、98頁。
（4）前掲『東北解放区財政経済史稿』111頁。
（5）　「東北局関子清算地主在城市中工商業的指示（1947．
　8．8）」『資料集』A3巻、28～29頁。
（6）　「安東市私人工商業糾偏総結（1948．6）」『資料集』
　A3巻、107～116頁。
（7）　『毛沢東選集』第四巻、北京、人民出版社、1960
　年、1283～1284頁。
（8）撤江省の状況については、「中共撤江省委関干糾偏
　工作給東北局的報告（1948，8．5）」『資料集』A1巻、
　418～423頁参照。吉林省楡樹県の状況については、
　「楡樹城区被害侵工商業的初歩研究（1948，8）」『資料
　集』A3巻、130頁を参照。
（9）松江省工商管理局「1946～1947年松江省税収工作
　概況（1947年）」『資料集』A4巻、87頁。
⑩　　「従清理産鋪税中看到的問題（1949．2．12）」『資料
　集』B3巻、172～173頁。
⑪　　r東北行政委員会令一頒布東北解放区貨物産錆税
　暫行条例（1947．12．18）」r資料集』B2巻、317～322
　頁。49年2月に改訂されている（r資料集』B2巻、
　360～365頁）。
⑫　前掲『東北解放区財政経済史稿』451頁。
03）任泉生「税収与工商業政策（1948．7）」『資料集』B
　1巻、150頁。課税方法については、所得に応じた累
　進課税による東北解放区工商所得税暫行条例が49年
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おわりに
　これまでの研究は中共が内戦に勝利した原因
を、土地改革により農民の支持を得た点に求める
見解が多かった。土地改革が農民の支持獲得に大
きな役割を果たしたことはまちがいないだろう。
とはいえ、内戦勝利に必要な条件は軍事力の増強
であり、軍事力を支える財政収入の確保であっ
た。財政収入は土地改革だけでは確保できない側
面もあった。
　東北解放区で中共は、ソ連への農産物輸出を行
うとともに農業生産の増加を促し、財政収入を増
やそうとしていた。こうした対外貿易をテコに農
業生産を増大させるという方法は、東北経済の歴
史的特徴に適合した方向性でもあったと指摘でき
よう。東北での中共の内戦勝利を支えた要因とし
て、土地改革の実施だけでなく、かかる財政経済
政策を実施していた点にも注目したい。
　商工業への対応としては、中共はその保護を主
張しながらも清算闘争を阻止できず、商工業者か
らの徴税を増やせる状況をつくりだせていなかっ
た。また私営商工業の活動は規制する一方で、国
営商店、供錆合作社の育成を行い、私営商工業者
の勢力削減をはかっていた。これらの要因によ
り、商工業者からの徴税額が東北解放区の財政収
入に占めた割合は大きくなかった。
　東北には満洲国期に拡充された工業設備が残っ
ていたとはいえ、これらが稼働するようになるの
は49年以降であり、中共は東北解放区の工業設備
を内戦期には十分に活用できていなかった。つま
り、東北解放区での内戦勝利を支えたのは農業で
あり、工業ではなかったのである。東北解放区の
財政収入を支えた主因は、農産物の増産をはかり
公糧を増やすとともに、農産物をソ連に輸出する
といった農業を基調とした政策に求められよう。
　このように内戦期の東北解放区における財政経
済政策をまとめてみると、西村成雄氏の提唱した
農村変革だけではない商工業者の変革をも含む
「東北モデル」には不十分な点もある。豊かな農
業生産力を背景に、農産物を輸出して不足物資を
補うとともに財政収入を確保していた側面も組み
込む必要があると言えよう。
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